
補助事業の採択について
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応募にあたっての留意事項
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補助事業の流れ
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補助事業における留意事項
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応募申請書のダウンロード
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応募書類
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応募に当たっての留意点
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✔ 無人航空機（ドローン）に関する政府の取組

✔ ドローン物流ビジネスモデル検討会について

✔ ドローン物流への支援制度について

✔ レベル４実現に向けた制度整備の状況

✔ 総合物流施策大綱について



飛行の態様 現行法の取り扱い 改正後

「第三者上空」での飛行
（レベル４が該当） 飛行不可

新たに飛行可能
（飛行毎の許可・承認※）

※運航管理方法等を確認 ①機体認証（新設）を受けた機体を、

②操縦ライセンス（新設）を有する者が操縦し、

③運航ルール（拡充）に従う

「第三者上空」以外で
上記①、②に該当する飛行 飛行毎の許可・承認

原則として飛行毎の
許可・承認は不要

※一部の飛行類型は飛行毎の許可・承認が必要
※機体認証・操縦ライセンスを取得せずに、従来通り
飛行毎の許可・ 承認を得て飛行することも可

※飛行経路下への第三者の立入り管理等を実施

これら以外の飛行 手続き不要 手続き不要

レベル４実現に向けた制度整備／許可・承認の合理化・簡略化

無人航空機（ドローン）のレベル４実現に向けた制度整備等の状況①

現行制度：①一定の空域（空港周辺、高度150ｍ以上、人口密集地域上空）、②一定の飛行方法（夜間飛行、目視外飛行等）
で無人航空機を飛行させる場合は飛行毎に国土交通大臣の許可・承認が必要

○ 現行では飛行を認めていない「有人地帯（第三者上空）
での補助者なし目視外飛行」（レベル４）を2022年度を
目途に実現する目標が成長戦略実行計画に明記。

○ 第三者の上空を飛行することができるよう、飛行の安全を
厳格に担保する仕組みが必要。

○ 利用者利便の向上のため、その他の飛行についても規制を
合理化・簡略化する必要。

背景・課題
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○国が機体の安全性を認証する制度（機体認証）を創設
○製造メーカーが型式認証を取得している場合、機体認証の手続きを簡素化
○一種認証（第三者上空飛行に対応）／二種認証に区分
○使用者に機体の整備を義務付け、安全基準に適合しない場合には整備命令
○国の登録を受けた民間検査機関による検査事務の実施を可能とする

○第三者上空飛行の運航管理の方法等は個別に確認（許可・承認）
○第三者上空以外の飛行では、飛行経路下への第三者の立入りを管理
○共通ルールとして、無人航空機を飛行させる者に対し、

飛行計画の通報
飛行日誌の記録
事故発生時の国への報告 を義務化

など

○国が試験（学科・実地）を実施し、操縦者の技能証明を行う制度を創設
○一等資格（第三者上空飛行に対応）／二等資格に区分
○機体の種類（固定翼、回転翼等）や飛行方法（目視外飛行等）に応じて限定を付す
○国の指定を受けた民間試験機関による試験事務の実施を可能とする
○国の登録を受けた民間講習機関の講習を修了した場合は、試験の一部又は全部を免除

など

など

①機体認証の制度創設

②操縦ライセンスの制度創設

③運航ルールの整備 運輸安全委員会による事故調査の実施

＜制度イメージ＞

＜登録講習機関を修了した場合の資格取得イメージ＞

○運輸安全委員会が調査対象とする事故に、無人
航空機に係る事故（人の死傷、物件の損壊、航
空機との衝突・接触等）のうち重大なものを追加

○飛行者から事故の報告を受けた国土交通大臣に
運輸安全委員会への通報を義務付け

無人航空機（ドローン）のレベル４実現に向けた制度整備等の状況②
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✔ 無人航空機（ドローン）に関する政府の取組

✔ ドローン物流ビジネスモデル検討会について
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総合物流施策大綱（2021年度～2025年度）の概要
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【参考】物流DXについて
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ご静聴ありがとうございました。


